
令和７年度弘前市クマ捕獲用箱わな緊急購入事業費補助金交付要綱　 

 

　（趣旨） 

第１条　市は、クマの捕獲用箱わな（以下「箱わな」という。）の購入及び設置を支援

することにより、クマの捕獲を促進し、農作物被害及び人身被害の防止を図り、も

って農林業の健全な発展及び生活環境の保全に資するため、令和７年度の予算の範

囲内において、弘前市クマ捕獲用箱わな緊急購入事業費補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付するものとし、その交付については、弘前市補助金等交付規則（平成

１８年弘前市規則第５７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱

の定めるところによる。 

（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

　(1) ハンター　次に掲げる要件を全て満たす者をいう。 

ア　市内に住所を有していること。 

イ　第１種銃猟免許及びわな猟免許（次号において「狩猟免許」という。）を有し、

並びに有害鳥獣捕獲従事者の資格を有していること。 

ウ　市からクマに係る捕獲許可を受けていること。 

(2) 団体　ハンター及び狩猟免許を持たない市民で構成される団体をいう。 

(3) 補助事業　箱わなを購入し、及び設置する事業をいう。 

（補助事業者、補助対象経費及び補助金の額） 

第３条　補助金の交付の対象となるもの（以下「補助事業者」という。）、補助金の交

付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、別表のと

おりとする。 

２　前項の規定にかかわらず、市の他の補助金又は国、県その他の公的機関からの補

助金等を活用して購入する箱わなは、補助金の交付の対象としない。 

　（交付申請） 

第４条　規則第３条の補助金等交付申請書は、令和７年度弘前市クマ捕獲用箱わな緊

急購入事業費補助金交付申請書（様式第１号）とする。 

２　前項の申請書に添付する書類は、次のとおりとする。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 収支予算書（様式第３号） 

　(3) 見積書等の写し（この要綱の施行の日（次号において「施行日という」。）以降

に箱わなを購入する場合に限る） 

  (4) 領収書、受領書等支払を証明するものの写し（令和７年４月１日から施行日ま

での間に箱わなを購入した場合に限る。） 



(5) 箱わなの形状、寸法等が分かる仕様書等の写し 

　(6) 団体にあっては、構成員の名簿、団体に関する規約及び会則の写し 

３　市長は、前項に規定する書類以外の書類の提出を求めることができる。 

４　第１項の申請書を提出するに当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のう

ち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額と

して控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交

付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に

係る仕入控除額が明らかでないものについては、この限りでない。 

　（交付の条件） 

第５条　次に掲げる事項は、補助金の交付の決定を受けた場合において、規則第５条

の規定により付された条件とする。 

　(1) 補助事業の内容を変更する場合は、あらかじめ令和７年度弘前市クマ捕獲用箱

わな緊急購入事業費補助金事業変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出して、

その承認を受けること。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

　(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ令和７年度弘前市クマ捕

獲用箱わな緊急購入事業費補助金事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を

市長に提出して、その承認を受けること。 

　(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった

場合は、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(4) 補助事業により購入した箱わなを設置する際には、適正に維持管理を行うこと。

なお、設置に起因して事故等が発生した場合であっても、市は一切の責任を負わ

ないものとする。 

　（交付決定） 

第６条　規則第６条の補助金等交付決定通知書は、令和７年度弘前市クマ捕獲用箱わ

な緊急購入事業費補助金交付決定通知書（様式第６号）とする。 

２　市長は、前条第１号の承認をしたときは、令和７年度弘前市クマ捕獲用箱わな緊

急購入事業費補助金変更交付決定通知書（様式第７号）により、補助事業者に通知

するものとする。 

　（申請の取下げ） 

第７条　規則第７条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期日として

市長が定める日は、補助金の交付決定通知書の送付を受けた日の翌日から起算して

１５日を経過した日とする。 

　（実績報告） 

第８条　規則第１２条の補助事業等実績報告書は、令和７年度弘前市クマ捕獲用箱わ



な緊急購入事業費補助金事業完了（廃止）実績報告書（様式第８号）とする。 

２　前項の報告書に添付する書類は、次のとおりとする。 

(1) 事業実績書（様式第９号） 

(2) 収支決算書（様式第１０号） 

　(3) 領収書、受領証等支払を証明するものの写し 

(4)箱わなの設置状況が分かる写真 

３　市長は、前項に規定する書類以外の書類の提出を求めることができる。 

４　第１項の報告書の提出期限は、補助事業が完了した日（第４条第４号の規定によ

り補助事業の廃止の承認を受けたときは、当該承認を受けた日）の翌日から起算し

て３０日を経過した日又は令和８年３月３１日のいずれか早い日とする。 

　（補助金の額の確定通知） 

第９条　規則第１３条の補助金等交付額確定通知書は、令和７年度弘前市クマ捕獲用

箱わな緊急購入事業費補助金交付額確定通知書（様式第１１号）とする。 

（財産の管理及び処分） 

第１０条　補助事業者は、補助事業により取得した箱わなについての台帳を設け、そ

の保管状況を明らかにしておかなければならない。 

２　規則第２０条ただし書の市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関す　

る省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定められた当該備品等の耐用年数を経過　

するまでの期間とする。 

３　規則第２０条第２号の市長が定めるものは、補助事業により購入した箱わなとす

る。 

（補助金の請求等） 

第１１条　補助金の請求は、令和７年度弘前市クマ捕獲用箱わな緊急購入事業費補助

金請求書（様式第１２号）を市長に提出して行うものとする。 

２　補助金は、前項の請求書が提出された日から起算して３０日以内に口座振込によ

り交付する。 

　　　附　則 

この要綱は、告示の日から施行し、令和７年度の補助事業について適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第２条関係） 

備考 

　１　一のハンターが関わるのは、いずれか一の補助事業者のみとする。 

 補助事業者 補助対象経費 補助金の額

 ハンター 箱わなの購入費（（箱わな

の本体を購入するために

直接要する経費に限る。

以下同じ。）１基までに限

る。）

箱わな１基につき、補助

対象経費の実支出額の３

分の２を乗じて得た額

（当該得た額に１，００

０円未満の端数が生じた

場合は、当該端数を切り

捨てた額。）又は１６０，

０００円のいずれか少な

い額

 ハンターが箱わなの設置

等について協力が可能な

市内の町会であり、クマ

が出没している地域に存

ずるもの

箱わなの購入費（２基ま

でに限る。）

 団体

 市内に本店又は支店を有

する農業協同組合（農業

協同組合法（昭和 22 年法

律第132号）の規定に基づ

き組織された組合をい

う。）


